
刈谷市マスコットキャラクターの使用に関する要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、刈谷市マスコットキャラクター「かつなりくん」（以下「キャ

ラクター」という。）の使用に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （承認の申請） 

第２条 キャラクターを使用した商品を販売しようとする者は、あらかじめキャラ

クター商品用使用承認申請書（様式第１号）に商品のデザインが分かる書面等を

添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 商品の販売以外の目的でキャラクターを使用しようとする者は、あらかじめキ

ャラクター一般使用承認申請書（様式第２号）に商品のデザインが分かる書面等

を添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。ただし、次の各号のいず

れかに該当するときは、この限りでない。 

 （１）国、地方公共団体又はその他公共団体が使用する場合 

 （２）報道関係機関が新聞、テレビ、雑誌等により報道目的に使用する場合 

 （３）市又は市教育委員会の後援又は共催の承認を受けた事業において使用する

場合 

 （４）その他市長が認めた場合 

 （審査及び承認） 

第３条 市長は、前条第１項及び第２項本文の規定による申請があったときは、そ

の内容を審査する。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、キャラクターの使用が市のＰＲに寄与

すると認めたときは使用を承認し、申請者に対し承認番号を付したキャラクター

使用承認通知書（様式第３号）を交付するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による審査の結果、キャラクターの使用が次の各号のい

ずれかに該当すると認めたときは使用を承認しないこととし、申請者に対し、キ

ャラクター使用不承認通知書（様式第４号）を交付するものとする。 

 （１）市の品位を傷付け、又は正しい理解の妨げとなるおそれがある場合 

 （２）特定の政治、宗教又は選挙の活動に利用されるおそれがある場合 

 （３）特定の個人又は団体を市が公認しているとの誤解を与えるおそれがある場

合 



 （４）不当な利益を得るために利用されるおそれがある場合 

 （５）市の事業又は市が認めた関連事業を推進する上で支障を来たすおそれがあ

る場合 

 （６）キャラクターを正しい使用方法に従って使用しないおそれがある場合 

 （７）法令に違反し、又は公の秩序若しくは善良な風俗を乱すおそれがある場合 

 （８）その他市長が不適当と認めた場合 

４ 市長は、既に使用を承認した商品又は景品（以下「物品」という。）と同一又は

類似の物品について、キャラクターの使用承認の申請があったときは、当該申請

に対して使用の承認をすることができる。 

 （使用の範囲） 

第４条 前条第２項の規定により使用の承認を受けた者（以下「使用者」という。）

は、キャラクターを物品本体、当該物品のパッケージ、広告物等において使用す

ることができる。 

 （使用料） 

第５条 キャラクターの使用料は、当分の間、無料とする。 

 （使用期間） 

第６条 キャラクターの使用期間は、使用の承認を受けた日から当該日の属する年

度の翌年度の末日までとする。 

２ 市長は、キャラクターの使用形態を考慮し、相当と認めたときは、前項の使用

期間を短縮することができる。 

（名称） 

第７条 キャラクターの名称は、「かつなりくん」とし、これ以外の名称を使用して

はならない。 

（遵守事項） 

第８条 使用者は、キャラクターの使用に関して、この要綱を遵守し、キャラクタ

ーのイメージ、信用性等を損なうことがないよう適正に使用するとともに、物品

の安全性及び品質についても十分な配慮をしなければならない。 

２ 使用者は、物品に関して、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法

律（昭和２５年法律第１７５号）、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法

律第１３４号）、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）その他関係法令（以下



これらを「関係法令」という。）を遵守するとともに、市が製造し、又は販売する

物品であると誤認されるおそれがないよう配慮しなければならない。 

３ 市長は、キャラクターの使用方法がキャラクターのイメージ若しくは信用性を

損なうおそれがあると認めたとき、又は関係法令に違反するおそれがあると認め

たときは、使用者に対し、是正を求めることができる。 

４ 市長は、物品が、関係法令に違反し、又は市が製造し、若しくは販売する物品

であると誤認されるおそれがあると認めたときは、使用者に対し、キャラクター

の使用中止又は物品の外観その他についての是正を求めることができる。 

（同一性の保持） 

第９条 使用者は、物品の意匠について、別に定めるデザインマニュアルに従うも

のとし、本来の意匠との同一性を損なうことのないようにしなければならない。 

（物品の確認） 

第１０条 使用者は、商品の発売前に使用の承認を受けた物品の完成品を市長に提

出し、確認を受けなければならない。ただし、物品の性質その他やむを得ない理

由により完成品を提出することが不可能なときは、協議の上、イメージデータの

提出等に代えることができる。 

２ 市長は、前項の確認の結果、物品が適正でないと認めたときは、使用者に対し

て是正を求めることができるものとし、使用者は速やかにこれに応じ、市長の承

認を受けなければならない。 

３ 前項の是正に要する費用は、使用者が負担するものとする。 

（承認内容の変更） 

第１１条 使用者は、承認を受けた内容について変更しようとするときは、あらか

じめキャラクター使用変更承認申請書（様式第５号）を市長に提出しなければな

らない。 

（承認の取消） 

第１２条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使用の承認を

取り消すことができる。 

（１）自ら振り出し、又は裏書した手形又は小切手が不渡処分を受けたとき。 

（２）租税公課の滞納処分を受けたとき。 

（３）自らの債務不履行により、差押え、仮差押え、仮処分等を受けたとき。 



（４）破産申立て、民事再生若しくは会社更生の申立てを行い、又はこれらの申

立てを受けたとき。 

（５）解散、合併又は営業の全部若しくは重要な一部の譲渡を決議し、それによ

ってこの要綱の遵守に支障を来たしたとき。 

（６）監督官庁から営業の取消し又はそれに準ずる処分を受けたとき。 

（７）第８条第３項及び第４項並びに第１０条第２項の規定による是正の求めに

応じなかったとき。 

（８）この要綱の規定に違反したとき、又はこの要綱の遵守が困難であると認め

られる相当の事由があるとき。 

（９）市に対する重大な背信行為を行ったとき。 

（１０）キャラクターに関する市の権限の行使に支障を来たしたとき。 

２ 市長は、前項の規定により使用の承認を取り消したときは、使用者に対し、キ

ャラクター使用承認取消通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

３ 使用者は、承認が取り消されたときは、自己の責任と費用負担において、使用

承認に基づいて製造した一切の物品の販売等を停止し、又は廃棄処分しなければ

ならない。 

４ 使用者は、使用の承認の取消しにより、市又は第三者に損害賠償、訴訟費用そ

の他の費用が生じたときは、当該費用を負担しなければならない。 

 （資料の提出又は報告の徴収） 

第１３条 市長は、使用者に対し、キャラクターの使用に関する事項について、資

料を提出させ、又は報告を求めることができ、使用者は速やかにこれに応じなけ

ればならない。 

２ 使用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、市長に対し、直ちにその旨

を書面により通知しなければならない。 

（１）使用者の住所又は所在地、代表者、商号等を変更しようとするとき。 

（２）使用者の解散、合併、減資、営業の全部又は一部の譲渡又は譲受、会杜分

割の決議その他これに類する変動が生じたとき。 

（３）その他市との関係に重大な影響を及ぼすおそれのある事実が生じたとき。 

（権利設定の禁止） 

第１４条 使用者は、キャラクターについて、知的財産に関する一切の権利を新た



に設定し、又は登録してはならない。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第１５条 使用者は、承認によって生ずる権利又は義務を第三者に貸与し、譲渡し、

又は承継させてはならない。 

（資料の貸与） 

第１６条 市は、使用者から物品開発の参考とするため、意匠等に関する資料の提

供を求められた場合は、事業に支障を来たす場合又はそのおそれがある場合を除

き、使用者にこれを貸与することができる。 

２ 使用者は、貸与を受けた資料を善良な管理者の注意をもって使用するものとし、

物品開発の参考とする以外の目的に使用し、又は無断で第三者に転貸し、若しく

は使用させてはならない。 

３ 使用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、貸与を受けた資料を直ちに

市に返却しなければならない。 

（１）物品の製造又は販売を終了したとき。 

（２）市から資料の返却を求められたとき。 

（３）承認が取り消されたとき。 

４ 使用者は、使用者の故意又は過失により、貸与を受けた資料が滅失若しくはき

損し、又はその返却が不可能となったときは、市長が指定する期間内にこれを原

状に復して返却し、又は返却に代えて、その代品を納め、若しくは市に与えた損

害を賠償しなければならない。 

（著作権侵害行為への対処） 

第１７条 市及び使用者は、第三者によるキャラクターの著作権の侵害行為を知っ

たときは、相互に相手方に通知するとともに、協力して侵害行為に対処するもの

とする。この場合において、市は使用者のキャラクターの使用が円滑になされる

よう必要な措置を講ずるものとする。 

（権利侵害の主張への対処） 

第１８条 使用者は、キャラクターの使用に関して、第三者から権利侵害等の主張

があったときは、速やかに市長に通知しなければならない。 

２ 前項の場合において、市及び使用者は、協力して第三者からの主張に対処する

ものとする。 



（紛争の解決） 

第１９条 使用者は、キャラクターの使用に関して、第三者との間に紛争が生じた

ときは、自己の責任と費用負担においてこれを解決するものとする。 

（使用者の物品に対する責任） 

第２０条 使用者の物品の安全性、品質等については、全て使用者が責任を負うも

のとする。 

（製造の委託における管理監督責任） 

第２１条 使用者は、物品の製造を第三者に委託しようとするときは、受託者がこ

の要綱に違反することがないよう管理監督責任を負わなければならない。 

２ 受託者の違反行為により市が損害を受けたときは、使用者がその損害を賠償し

なければならない。 

（損害賠償） 

第２２条 使用者の物品の構造上、製造上その他のかしにより第三者が損害を受け、

市が当該第三者に対する損害賠償、訴訟費用その他の費用を支出したときは、使

用者は、市に対して直ちにその費用を弁償しなければならない。 

（使用期間満了後の処理） 

第２３条 使用者は、承認を受けた使用期間が満了したときは、その満了の日から

６か月に限り、当該承認に係る在庫物品を販売することができる。 

 （委任） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか、キャラクターの使用に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 


